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パリ協定の目標 

温室効果ガスのネットゼロエミッションの達成 
 目標 
  １）気温上昇を工業化以前に比し２℃以下 
    更に１．５℃以下になるよう努力 
  ２）ゼロエミッションを今世紀以内に達成 
 問題点 
  １）２℃、１，５℃という数値目標の実現性 
  ２）今世紀内というきびしい時間制約 
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4 Source:IPCC AR5 WG1, SPM、2013 

図：CO2累積排出量と温度上昇との関係 



IPCCの図の示唆すること 
 地球表面気温∝人為的CO2累積排出量 
 → 地球気温安定化のためには 
   人為的CO2排出⇒ゼロエミッション 
   ・・前記の基本条件の達成 
     
    CH４,N2Oの影響は相対的に少ない 
  理由１：大気中寿命がCO2にくらべ短い 
     CO2: 20~30%は数千年 CH４:10年 N20:110年 
  理由２：近年の他のGHGの放射強制力の増加が 
       相対的に小さいこと 
     2000～2011  CO2:20%   他のGHG:7%  
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温室効果ガスとその放射強制力変化 

6 ２０１１：CO2が７全放射強制力の７３％を占める 



満たすべき基本の目標 

 気候変動の安定化 
  ⇒ 地球気温の安定化 
 
  その実現時期が何時であれ 
     実現温度上昇が何度であれ 
  最終的には上記の目標を必ず達成すべき 
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事業概要 

事業名：平成28年度温暖化対策基盤整備関連調査委託
費（長期的な地球温暖化対策の検討に向けた調査事業） 

期間：2016年8月2日～2017年3月31日 
目的：本調査においては、長期的な温暖化対策として考え

得る技術とポテンシャルの評価を行うとともに、様々な技
術水準を想定した場合の長期的な削減シナリオ及びそれ
に付随する費用等を国際比較も交えながら分析を行い、
長期的な排出削減水準に応じて、どのような課題が発生
するのかといった点を明らかにすることを目的とする。 

実施内容： 
1. 人為的な温室効果ガスの排出と吸収をバランスするため

の技術調査と可能性評価 
2. 長期的な地球温暖化対策に係わる総合的なモデル分析 

 
 



CO2の人為的吸収 

１．CCS（CO2の回収貯留） 
  後述。発電所、大型CO2排出施設に設置。 
２．BECCS（バイオマスからのCO2回収貯留） 
  大規模の土地と貯留井が必要。 
３．DAC(Direct Air Capture) 
      大気中CO2の化学的固定。高コスト。 
４．Afforestation（植林） 
 本調査では、当面1のCCSのみを扱う。 

9 



日本のCO2構成（2013) 

CO2比率 
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非電力部門 



CO2ゼロエミッション化に向けて 
 １）非電力・・石油・ガスのバイオマス転換 
                 電力転換 
   産業 
     鉄鋼・セメント        日本のCO2 
   運輸                排出の90％ 
   民生 
     家庭・業務 
 ２）電力・・発電源の非炭素化 
        火力へのCCS設置 



CO2ゼロエミッションの条件 

 
  １．発電電力の非炭素化 
 
  ２．非電力需要の非炭素化 
 
  ⇒ 発電電力の大幅拡大が必要 
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長期的な温暖化対策の概念 
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電力とその転換エネルギー 
ー転換効率の比較ー 
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鉄鋼業の対応ーCOURSE 50 
1. 日本の鉄鋼業の省CO2検討プロジェクト 
  ２０１６年：君津試験高炉の建設 
２．水素還元の利用 
 コークス炉ガス中の水素利用 CO2  10%削減 
３． 高炉ガス中CO2の廃熱利用回収貯留（CCS)  
    CO2 20％削減 
 合計 30%削減 が現在の目標 
 → 将来はCOURSE５０を上回る努力必要 
    製鉄プロセスの抜本的変革？ 
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セメント製造におけるCO2発生 
１．基本の反応 
  石灰石CaCO3 →生石灰 CaO + CO2 
               ↓     
             セメント 
２．CO2の発生 
  １）原料（石灰石）よりの発生 
  ２）加熱燃料よりの発生 
３．CO2対応方策 
  回転窯よりのCO2の回収→CO2貯留（CCS)  
  実施例はまだ殆どない 



運輸におけるCO2ゼロエミッション 
１．自動車           
  現状： 
   米国・ブラジル：バイオエタノールの利用 
     問題点：原料がとうもろこし・砂糖きび(食料との競合） 
   → 非食料（セルロース）のアルコール化 
  将来： 
    電気自動車の普及・・非炭素電力前提 
    燃料電池車の普及・・非炭素源→水素は水の電解？ 
２．航空機・船舶 
  現状：殆ど石油 
  将来：バイオ燃料（現在開発途上） 
        問題点：原料の量的制約  
      H2、 CH4の適用？          



民生におけるゼロエミッション 

１．基本は電力化 
  例：全電化住宅 
２．日本の場合 
  LPG, 灯油の利用システムをどう転換するか 
 



わが国の発電非炭素化 
１．現在世界の発電用燃料の約７０％が化石燃料である。 
２．現在利用されている主要非化石燃料は 
 １）原子力 
 ２）再生可能エネルギー（再エネ） 
 で、これを拡大するのが非炭素化の基本の方策。 
３．原子力の拡大は国にもよるが、電力の数十％を超える国は 
  稀であり、わが国においても最近の状況を考えれば大幅に 
  原子力を拡大することはむずかしい。 
４．水力等の従来からの再エネはわが国ではそのポテンシャル 
  をほぼ限界まで利用しており拡大はむずかしい。 
５．したがって、太陽光発電・風力発電などの新しい再エネの 
  開発が重要になる。  
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日本電力の電源構成とCO2排出 

 ２０１４  ２０３０政府計画   将来像 

原子力      20 ～22  %          20 
従来再エネ     13～15           15 
新再エネ 
 太陽光 
 風力 

  
      7 
      1.7 

 
          15 
          10 

火力 
 石炭 
 石油 
 LNG 

 
    26 
      0 
    27 

 
            0 
            0 
          40 

排出CO2 0.55×109 ton 
(100) 

  0.32×109 ton 
( 58) 

 0.15×109 ton 
( 27) 
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新型再エネ出力変動に対する需給調整 
ー対応の方策ー 

１．従来方式の調整：火力の利用 
  問題点：火力稼働率低下→経済性低下 
        CO2排出 
 
２．二次電池方式の利用  
  問題点：二次電池のコスト （千円/kWh ) 
     例：NEDO  road map 
                   現在            ２０２０目標 
         NAS電池           55                           23 
       Li イオン電池             85                           ? 
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Li イオン電池のコストの推移 

Source:The economist, Nov.26,2016,The coming revolution in transport 



導入新型再エネ・二次電池 
ー必要容量とそのコストー 

    発生電力    設備容量 
太陽光発電  0.15×1012 kWh     143×106 kW 

風力発電  0.05   23 

必要二次電池容量＊ 
  

    128 

 二次電池コスト＊＊ 
       寿命 

 18.4×1012 円 
 ２０年 
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＊週末（２日）昼間１０時間分を貯蔵  
＊＊NEDO 2020 目標値 23×10３円/kWhの場合 



電源・２次電池コスト 
装置種類  単価(2030年時）  総コスト 

電源 
  原子力 
  水力 
  地熱 
  太陽光 
  風力 
  ガス火力 
           計 

 
  10.3 円/kWh 
      11.2 
      19.2 
      12.5 
      13.6 
  11.6 

 
   2.1×1012 円/年 
 1.1 
   1.0 
   1.9 
   0.7 
   5.2 
 12.0 

 
  二次電池 
      Economist 予想 
          計 

  
   23×10３ 円/kWh 
           5 

 
    0.9  
  0.2 

  

24 Economist の予想があたれば 二次電池コストは殆ど無視できる。 



新再エネ大量導入時の技術的課題 
ー慣性不足による周波数安定性問題ー 

１．慣性問題： 大量再エネ→同期機比率低下 による慣性低下 

   ωJ   𝒅𝒅
𝒅𝒅

  =    Pm  –    Pe      （１） 

     ↑   ↑      ↑    ↑ 
 慣性  周波数  入力   出力電力 
      変化    エネルギー 
２．対策の方向 
 １）従来対応：新再エネの量を限界以内にとどめる 
 ２）考えられる新しい対応のアイデア 
  高速の蓄電装置からその出力をdf/dt に比例させ慣性の 
  代替とする。蓄電装置としてキャパシタ・高速二次電池等 
  アイデアはあるが未だ具体化実例なし。今後詳細な検討が必要。 
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同期機慣性と系統周波数変動 
―アイルランドの例ー 

26 
Source:Eirgrid:Ensuring a Secure,Reliable and Efficient Power Syｓtem 
in a Changing World, June 2011, Fig.10 



将来の電力需要大幅増大の必要性 

  将来ゼロエミッションのために 
  非電力需要の化石燃料代替 
  →かなりの部分が電力ないし水素による代替 
  非電力需要～３×電力需要 
   （最終エネルギー消費）  
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将来電力需要の大幅増大 



将来の大幅電力需要増への対応 

１．中期将来 
  １）新再エネ＋二次電池＋CCS 
  ２）大規模太陽熱発電（CSP)：乾燥地 
２．長期将来 
  １）宇宙太陽光発電（SPS) 
  ２）核融合発電 
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太陽熱発電（CSP)の特徴 
１．熱貯留により電気出力の安定化が可能 
２．現実に利用できる技術として、世界各地 
  で既に３００万ｋW以上の設備稼働中。 
３．砂漠ー乾燥地での電力→遠隔地送電 
  の形で将来かなりの幹線電力となり得る。 
  例：2000年代に企画されたサハラ砂漠の 
    Dessertec計画    直流送電 
    ヨーロッパ需要の１/15←サハラCSP 
    サハラ地域の政治的不安定性のため中止 
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MW 
太陽熱発電（CSP)の世界での発展 
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宇宙太陽光発電（SPS)の特徴 

１．地上３８，０００ｋｍの静止軌道に存在するた 
  め、SPS－地上アンテナの位置関係が一定 
  に保たれる。 
２．太陽電池出力をマイクロ波転換送電し、殆 
  ど地上大気状況に影響されない安定した送電 
  を行うことが可能。（２０ＧＨｚ以下） 
３．設備コスト、設備打ち上げ・宇宙での設定 
  を如何に安価に行うかが今後の鍵。 
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図：核融合の原理 
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まとめ 
１．温暖化対応の長期戦略として期限は別として 
  人為的排出CO2のゼロエミッション  
  を基本目標とすべき。 
２．電力非炭素化の手段には、太陽光発電・風力発電の導 
  入拡大が必要。その出力大規模変動に対応する手段と 
  して二次電池及び火力＋CCSの導入が必要 
  二次電池・CCSの負担はシステムコストと比較して１～２割   
  程度であり、受け入れ可能ではないか。 
３．将来のゼロエミッションの実現には発電電力の大幅な増 
  加が必須。超長期的には太陽熱発電、核融合発電、宇宙 
  太陽光発電のような大規模非炭素発電を開発すべき 
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